
令和元年度 大木町の財政状況 令和２年１月１日人口 14,209 人

１．決算収支の状況 ５．歳入決算額状況 ７．歳出決算額の状況（目的別）

区         分 区            分

歳入総額 (A) 6,229,056 千円 地方税 1,450,716 千円 23.3 ％ 102,098 円 71,800 千円 1.2 ％ 5,053 円

歳出総額 (B) 5,809,999 千円 地方譲与税 77,167 千円 1.2 ％ 5,431 円 1,050,374 千円 18.1 ％ 73,923 円

歳入歳出差引額    A-B (C) 419,057 千円 利子割交付金 918 千円 0.0 ％ 65 円 2,258,056 千円 38.9 ％ 158,917 円

翌年度へ繰り越す財源 (D) 164,398 千円 配当割交付金 5,266 千円 0.1 ％ 371 円 474,290 千円 8.2 ％ 33,380 円

実質収支          C-D (E) 254,659 千円 株式等譲渡所得割交付金 3,213 千円 0.1 ％ 226 円 0 千円 0.0 ％ 0 円

単年度収支 (F) 31,057 千円 地方消費税交付金 231,024 千円 3.7 ％ 16,259 円 411,393 千円 7.1 ％ 28,953 円

積立金 (G) 4,000 千円 自動車取得税交付金 19,559 千円 0.3 ％ 1,377 円 172,965 千円 3.0 ％ 12,173 円

地方債繰上償還金 (H) 0 千円 地方特例交付金 42,507 千円 0.7 ％ 2,992 円 186,088 千円 3.2 ％ 13,096 円

積立金取崩し額 （I） 110,000 千円 地方交付税 1,502,080 千円 24.1 ％ 105,713 円 189,169 千円 3.3 ％ 13,313 円

実質単年度収支 F+G+H-I (J) △ 74,943 千円       普通交付税 1,316,357 千円 21.1 ％ 92,642 円 525,128 千円 9.0 ％ 36,957 円

実質収支比率 7.8 ％       特別交付税 185,723 千円 3.0 ％ 13,071 円 0 千円 0.0 ％ 0 円

      震災復興特別交付税 0 千円 0.0 ％ 0 円 470,736 千円 8.1 ％ 33,129 円

交通安全対策特別交付金 2,080 千円 0.0 ％ 146 円 0 千円 0.0 ％ 0 円

２．主要財政指数 分担金及び負担金 117,011 千円 1.9 ％ 8,235 円 0 千円 0.0 ％ 0 円

使用料 23,960 千円 0.4 ％ 1,686 円 5,809,999 千円 100.0 ％ 408,896 円

3,244,516 千円 手数料 35,237 千円 0.6 ％ 2,480 円

1.79 国庫支出金 771,756 千円 12.4 ％ 54,315 円

87.3 ％ 都道府県支出金 586,543 千円 9.4 ％ 41,280 円 ８．歳出決算額の状況（性質別）

91.6 ％ 財産収入 36,044 千円 0.6 ％ 2,537 円

0.520 寄附金 549,812 千円 8.8 ％ 38,695 円

4,873,434 千円 繰入金 148,156 千円 2.4 ％ 10,427 円 義務的経費 2,703,778 千円 46.5 ％ 190,286 円

1.5 倍 繰越金 242,869 千円 3.9 ％ 17,093 円 人件費 891,587 千円 15.4 ％ 62,748 円

- ％ 諸収入 125,646 千円 2.0 ％ 8,843 円     うち職員給 549,859 千円 9.5 ％ 38,698 円

- ％ 地方債 257,492 千円 4.1 ％ 18,122 円 扶助費 1,341,455 千円 23.1 ％ 94,409 円

- ％ 歳  入  合  計 6,229,056 千円 100.0 ％ 438,388 円 公債費 470,736 千円 8.1 ％ 33,129 円

9.3 ％     元利償還金 435,037 千円 7.5 ％ 30,617 円

7.7 ％ ６．歳入構造の状況     一時借入金利子 35,699 千円 0.6 ％ 2,512 円

99.1 ％ 一般行政経費 1,898,995 千円 32.7 ％ 133,647 円

区            分 物件費 1,092,847 千円 18.8 ％ 76,912 円

３．積立金の状況 自 主 財 源 2,729,451 千円 43.8 ％ 192,093 円 維持補修費 19,087 千円 0.3 ％ 1,343 円

依 存 財 源 3,499,605 千円 56.2 ％ 246,295 円 補助費等 787,061 千円 13.6 ％ 55,392 円

一 般 財 源 4,377,654 千円 70.3 ％ 308,090 円     うち一部事務組合負担金 211,461 千円 3.6 ％ 14,882 円

財政調整基金 1,932,000 千円 特 定 財 源 1,851,402 千円 29.7 ％ 130,298 円 投資的経費 419,126 千円 7.2 ％ 29,497 円

減債基金 315,000 千円 経常的財源 4,406,280 千円 70.7 ％ 310,105 円     （うち人件費） 13,837 千円 0.2 ％ 974 円

その他特定目的基金 1,486,440 千円 臨時的財源 1,822,776 千円 29.3 ％ 128,283 円 普通建設事業 419,126 千円 7.2 ％ 29,497 円

土地開発基金 272,726 千円     補助事業費 253,214 千円 4.4 ％ 17,821 円

    単独事業費 155,952 千円 2.7 ％ 10,976 円

    その他 9,960 千円 0.2 ％ 701 円

４．債務負担行為額の状況 ９．健全化判断比率の状況 災害復旧事業 0 千円 0.0 ％ 0 円

失業対策事業 0 千円 0.0 ％ 0 円

区                   分 区　　　　　分 繰出金 461,686 千円 8.0 ％ 32,493 円

物件の購入等に係るもの 0 千円 実質赤字比率 ― ％ 15.00 ％ 20.00 ％ その他 326,414 千円 5.6 ％ 22,972 円

債務保証又は損失補償に係るもの 0 千円 連結実質赤字比率 ― ％ 20.00 ％ 30.00 ％ 積立金 198,000 千円 3.4 ％ 13,935 円

その他 280,026 千円 実質公債費比率 7.7 ％ 25.0 ％ 35.0 ％ 投資・出資・貸付金 128,414 千円 2.2 ％ 9,038 円

合                  計 280,026 千円 将来負担比率 ― ％ 350.0 ％ 5,809,999 千円 100.0 ％ 408,896 円

構 成 比決  算  額

合               計

97.3% 経常一般財源等収入／標準財政規模

区        分 令和元年度末現在高

令和元年度以降支出予定額

経常一般財源比率

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

農林水産業費

商    工    費

教    育    費

人口一人あたりの額

区            分

公    債    費

諸  支  出  金

前年度繰上充用金

歳  出  合  計

人口一人あたりの額

決  算  額 構 成 比 人口一人あたりの額

決  算  額 構 成 比区            分

消    防    費

決  算  額

 (減収補てん債特例分、臨時財政対策債を除く）

人口一人あたりの額

災 害 復 旧 費

土    木    費

議    会    費

総    務    費

民    生    費

衛    生    費

労    働    費

構 成 比

財政力指数（H29～R1年度）

標準財政規模

歳出決算倍率

決  算  額

経常収支比率

地方債現在高

地方債現在高倍率

公債費比率

    (債務負担行為含む）

起債許可制限比率

公債費負担比率

実質公債費比率（H29～R1年度）

税徴収率（現年分）


